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口特集論考口

東日本大震災津波被災漁村を対象とした広域・相対的考察
一漁業地区単位の震災以前の実態，被災・復旧状況，復興に向けた活動一

Transregional and Relative Study Focusing on the Fishery Villages in the Tsunami-stricken of the Great East Earthquake: 

Situation of Fishery Area Before and After the Earthquake and Recovery Activities 

斎尾直子ホ・大垣宏介本

Naoko SAIO and Kosuke OHGAKI 

1 序論

2011年3月11日に発生した東日本大震災により大き

な被害を受けた三陸沿岸地域では，震災から4年が経過

した現在，各地漁港ごとに水産物の販売経路の拡大，漁

業体験ツアーの開催等，様々な課題を抱えながらも漁村

復興に向けた活動が進められている。現地では，震災以

前の状況への復旧にとどまらず，地域全体のまちづくり

と連動した漁村復興に向けた活動が展開されているとこ

ろも少なくない（本稿では「漁業復旧にとどまらない漁

村復興に向けた活動Jと設定している）。一方で，三陸
沿岸の漁業集落の多くは震災以前から漁業経営の悪化や

従事者の高齢化等，地域の存続に関わる課題を抱えてい

たという実態も存在する。

本稿では，青森・岩手・宮城県沿岸の被災29市町村

に含まれる 95漁業地区（計476漁業集落）を対象とし

漁業地区単位の震災以前の実態と被災状況・ 2年後の復

旧状況（2章），復興に向けた活動の動向（3章）について，

広域・相対的分析をおこなったものである（図l，表l,2）。

また，文献 2）の一部再掲である。

本稿の分析のきっかけは，震災後，農村計画学会春期

大会2011.. 9「国土の災害復興ガ、パナンスシンボジウム」

における広田純一先生による「被災地の現況と課題」に

関する第一報 l)である。その中で，自治体範域の中の津

波被災地域が占める割合，都市・行政機能の被災有無，

震災以前の市町村合併の有無，等を指標とする被災市町

村の類型特性により，復興の様相はどのように異なるの

か，後に分析・検証しておく必要があるはず，との問題

提起があった。本稿では，その指標を用いた直接的な分

析ではないが，漁村復興に向けた活動の規模，手法，進

捗状況は，震災以前の漁業実態によっても異なってきて

いるのではないか，との仮説からスタートしている。

既往文献では，過去の三陸沿岸を襲った津波被害から

の漁村復興の歴史について分析をおこなった研究 （月舘

(2012) 31)や行政の漁業集落復興計画等の分析をおこな

った論考（富田（2012)4l)等によって，集落ごとに多

種多様な特徴を持つ三陸沿岸部における，集落それぞれ

の地域性を重視した復興の重要性が述べられている。ま

た個々の漁業集落における事例研究 （三笠（2012)S）等）

も多くなされている。一方で，漁業集落における震災以
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前の実態，被災・復旧状況，復興に向けた活動について

広域的かっ相対的に分析をおこなったものは未だ少ない

状況にある。

まず2章では漁業センサス 200881における漁業基盤

に関する 22指標を用いたデータ分析により震災以前の

95漁業地区の実態を把握する。また漁業経営体に関す

る文献調査引により，震災による漁業の被災・復旧状況

を明らかにする。 3章では復興に向けた活動に関する文

献調査 ill等により抽出した活動事例93件を対象に活動

内容分析をおこない，漁業復旧にとどまらない漁村復興

に向けた活動の動向を把握する。以上より，今後も継続

する地域の復興への知見の抽出を目指したい。

2 震災以前の漁業実態及び被災・復旧状況

(1）震災以前の漁業地区の実態

対象漁業集落が含まれる 95漁業地区注け を対象に，漁

業センサス 2008における指標の中から，漁業種類や販

売金額，年齢別従事者数等，漁業基盤に関する 7指標を

選定し分析をおこなった。

まず，指標ごとの傾向をみていく（図2）。漁業種類別・

経営体系別経営体数をみると，沿岸漁業，養殖漁業が約

99.1 %，個人経営体が約95.6%を占めている。続いて販

表l 調査概要

Table 1 Abstract of the reserch 

絢笈 ，.災以前の漁業実態に関する翻査（2章）

方法 データ分析（主成分分析、クフスター分析）

対象 95漁業地区

資料 漁業センサス 20087！農林水産省

内容
漁業経営体に関する 22指標
（経営体系、漁業種類、販売金額、専兼業、後継者有無、従事者年齢）

続査2震災ドよる漁業緩営体の被災・復｜臼状況ド測する締蛮（2. )

方法 文献調査（2013年 11月）

対象 研究対象 29市町村内の漁業経営体

資料
東日本大震災による漁業経営体の被災・経営再開状況

(H23 H24 H25年版）8）農林水産省

内容
震災による漁業経営体被害数、
2011.7.11、2012.3.11、2013.3.11時点における漁業経営再開数

総資3各市町村の水産業復興の復興プロセスに関する翻玉置（2掌）

方法 文献調査（2013年 12月）

資料 各市町村復興計画9），各市町村

対象 各市町村復興計画のうち、水産業の復興に関する部分

内容 水産業復興期筒、復興に向けた方針、施策

留置査4復興k向けた活動の動向に関する締査（3寧）
方法 文献調査（2013年 11月～2013年 12月）

資料 各活動主体ホームページ10）等

対象 活動事例 93件

内容 各活動事例について、活動内容、活動地域、活動時期等

表2各章における分析単位
Table 2 Unit of analysis 

II章 I Ill章
震災以前の｜被災状況 ｜復旧状況 ｜復興計画 ｜復興に向けた
実態 ｜ ｜ ｜ ｜活動の動向

県

市町村 I f 29＇市町村 I29市町村 I29市町村
漁業地区 I 9s 1也区 I I I I 9s地区
漁業集落 I 476集落｜ ｜ ｜ 

は本研究の調査においてデー亨が得られた分析単位を表す

仁ゴは本研究の分析において使用した分析単位を表す
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売金額別・専兼業別経営体数をみると，全体の約30.5%

が年間販売金額100万円未満であり，全体の約70.4%が

兼業経営である。更に後継者有無別経営体数・年齢別従

事者数をみると，約75.9%が後継者のいない経営体であ

り， 60歳以上の従事者が約50.5%を占めている。以上

よか水産庁による平成23年度水産白書ω』こおいて「世

界有数ともいわれる好漁場が広がっているjといわれる

三陸沿岸部においても，震災以前から個人経営による沿

岸・養殖漁業経営体の多くが経済的に厳しい状況にあり，

漁業従事者の高齢化・後継者不足等の課題を抱えていた

ことが捉えられる。

更に先に選定した各漁業地区における漁業基盤に関す

る7指標を 22のカテゴリーに分類し入力指標とし，主

成分分析，クラスター分析を用いて 95漁業地区の漁業

基盤条件による類型化をおこなった（表3）。

主成分負荷量プロット図をみていく（図3）。主成分l

は全22カテゴリーが＋側に寄与していることから，総

合的に漁業基盤の絶対量を表す「漁業規模」の軸である

と考えられる。主成分2は若齢の従事者数や高額の販売

金額を有する経営体数を表すカテゴリーが＋倶ljに寄与し

ていることから，漁業基盤の活力を示す「漁業活力」の

軸と考えられる。

更に累積寄与率が80.0%に達する主成分3までの各漁

業地区の主成分得点値を入力指標としてクラスター分析

（ウォード法）をおこなった。これより 「漁業規模」，及

び「漁業活力」の大小による漁業地区5類型を得た。そ

れらを更に，「漁業規模」「漁業活力」の大小を総合的に

表す指標「漁業体力Jにより，漁業体力5類型（A.B. 

漁業種類別経営体数

養殖漁業（8,139)

沿岸漁業（11,932)
口沖合漁業 (117) 

． 遠洋漁業 (28) 

100万未満 （2,757)

・・2000万以上 (750) 

後継者有無別経営体数

経営体系別経営体数

口 組織的経営 （253)

個人経営体（9,065)

専兼業別経営体数

1 ・・・・ 専業（3,007)

¥ r一司・fコ兼業（6,058)

年齢別従事者数

／／ E・・h ／イ／一十ず晶τ一一口 70歳～ (4,401) 
／ ・・・・h I Aナョa---60～回線（5,312)
{ －・・ 後継者あり（2,300) 」 ／ V....－ロ 50～59歳 （4.994)
l －ー「一 一一「圃40～49歳（2,730)
¥ r---→£コ 後継者なし（6,765) ・・・・・ I 
＼ ’ ］ 司・・・・E J cヨ30～39歳（1,566)
＼ ／ 可・・E ／ ロ20～29歳 (876) 
＼ー／ 司・＿＿＿＿，，.. ・～19歳 (103) 

漁業センサス 2oos•1 より対象 95 漁業地区，476 漁業集落の指標を集計
。内の数字は経営体数もしくは従事者数を表す

図2 漁業基盤に関する指標の傾向
Fig. 2 Tendency of indexes about五sheryvillages 



C. D. E）に分類した（図4）住2）。

震災以前の漁業体力が相対的に大きい A.Bに属する

漁業地区では経営体 ・従事者共に多く，また高額の販売

金額を有する経営体や若い従事者も多数存在した。一方

で漁業体力が比較的小さい D.Eに属する漁業地区では

震災以前から漁業規模が小さく，従事者の高齢化率も高

い状況にあった。

(2）漁業集落の被災・復旧状況

市町村ごとの漁業に関する被災状況及び漁業経営の再

表3 主成分分析に用いた 22指標及び結果

Table 3 22 indexes and result of the analysis 

＼＼＼＼  
基本統計量 固有ベクトル
経営体（件｝ 主成分1主成分2主成分3従事者（人）

漁業集落数 476 0.207 0.145 0.208 

体E系lj経営
個人経営 9,065 0.253 ー0.196 0.034 

組織経営 253 0.156 0.282 0.224 

遠洋漁業 28 0.101 0.274 0.426 

沖合漁業 117 0.113 0.389 0.281 

沿岸漁業 11,932 0.240 ー0.192 0.107 

養殖漁業 8,139 0.210 0.128 0.271 

体経数声昌.... 100万円未満 2,757 0.174 自0.273 0.304 

100～500万円 3,002 0.215 0.210 0.164 

500～2000万円 2,809 0.222 ー0.040 ー0.359

2000万円以上 750 0.156 0.264 0.182 

業)JI＿擬専
専業 3,007 0.226 0.080 0.053 

兼業 6,058 0.232 0.229 0.074 

豪矧踏華
後継者あり 2,300 0.238 0.079 0.246 

後継者なし 6,765 0.238 ー0.226 0.141 

～19歳 103 0.183 0.212 0.285 

20-29歳 876 0.211 0.242 0.214 

30～39歳 1,566 0.233 0.212 0.186 

I 
40-49歳 2,730 0.252 0.161 0.055 

50～59歳 4,994 0.237 0.232 0.117 

60-69歳 5,312 0.262 ー0.009 0.074 

70歳以上 4,401 0.237 0.218 0.073 

固有値 13.33 3.54 1.88 

累積寄与率 60.57 76.66 85.20 

主成分2 主成分負荷量（主成分1,2)

大osI I 1・沖合漁業｜

I 0t ト幅三:fa:：！ドギよ－
0.4ト一一一十一一一寸一 I -+----19命令辞論島

妻。2 ~ -i一一一」一一一一｜一一一端隼雄←一一I I ・40叶49歳

男ool J J J ~ woe万A～69
I I I I I F専業 ｜ 

I -02 ~一一一一」一一一一」一一一一｜一一一ーキ~後継者あH

1-oJ l __ J一一一＿：＿，竺→雪笠担企坦
よ－osI : : 1・100万未併説誕昨L
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 

小： 漁業規模 ：大主成分1

図3 主成分負荷量プロット図

Fig. 3 Scatterplot of the indexes 

開状況についてみる（図5）。まず被災状況についてみ

ていくと，29市町村における漁業経営体被災率削），漁

船被災率山）の平均はそれぞれ約 94.6%，約 87.8%とな

っている。特に岩手県，宮城県においては経営体，漁船

の被災率が共に 100%となっている市町村も多く，今回

25.0 

図4 震災以前の漁業体力による漁業地区5類型
Fig. 4 Types of the fishery areas 

Nol市町村名｜群数際要望｜替車 lo m吟営再~0$ （%~0 100 
11三沢市 I so I so.o I so.ol IJ i一二斗品4 十一 i ・-.... 
1121おい同町1 40 11 oo.o I 1 oo仰 ぐ i ぺ
I 3 I八戸市 I 200 I 75.o I 85.71口 1下司 （ 
41階上町 I 50 I 40.o I 2s.s1一－ i一一一、 － ー沖
SI洋野町 I 650 I 72.3 I 75.7 I仁二二二コー ）今一ふぎ三4
61久慈市 I 1401 92.81 95.6ltコー一一キi ;Jcνaぞ下一 i
71野田村 I 11 o I 1 oo.o I 95 目o l 軽工三ー二~－ F司！
81普代村 I 170 I 88.2 I 90.61仁コ ; て＝三三=4~－
91田野畑村 I1201100.01100.01骨 r 宇T計三κつ 今

霊1101岩泉町 I 130 11 oo.o I 1 oo.ol恒 ； 民三－－－ ：ーで十・－・・－・
l東1111宮古市 I1 030 11 oo.o I 1 oo訓 l 二句 一；：.... } 
121山田町 I 550 I 98.1 I 93.21仁正二二コヰ.：.－－－，.，：； .. i( 
131大槌町 I 2301100.01100.0体E玄デ jっ邦一
141釜石市 I830 1100.0 I 100.01ー 一 司 μ 民にい
151大船渡市 I880 1100.0 I 97.SI tι """--・ ι－ ->'!-・ 
161陸前高田市｜制 I100.ol 100.01~二コ＞＞片
171気仙沼市 I9401100.0I 90.0I・ ・ -- .v竺 しー
181南三陸町 I630 I 100.01100.0 
191石巻市 I 1300 I 99.1 I 80.2 
201女川町 I 390 11 oo.o I 80.o 
211東松島市 I210I100.ol 82.6 ii川島町 I100 I 1州 58.8
l23l:f1J府町 I 20 I 1 oo.o I 1 oo.o 
1241塩竃市 I 120 I 100.ol 45.1 
251七ケ浜町 ｜180 I 1 oo.o I 1 oo.o 
261仙台市 I 20 11 oo.o I 1 oo.o 
271名取市 I 30 I 1 oo.o I 1 oo.o 
281亘理町 I 40 I 1 oo.o I 1 oo.o 
291山元町 I 30 I 100.0 I 1 oo.o晴子－十一
平均被災率（%lI 94.6 I 87.81° 300 帥 蜘 1200 1500 

｜ 被災経営体数（件）

凡例 / 2011.7.11時点経営再開率
一 ／ f一一一一一一－20123 11時点経営再開率
I / ／／一一一一一一－2013.3.11時点経営再開率
ドニ金ニニそゴt 一回 ／被災漁業経営体数

但し、 1つの市町村において異なる2時点において再開率が同じ場合、
前時点のみプロットしている

図5 漁業に関する被災・復旧枚況
Fig. 5 Situation of damage and recovery 
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の震災での漁業に関する被害が広範囲にわたって甚大で

あったことが分かる。震災以前の漁業体力が相対的に小

さい漁業体力類型D.Eに属する漁業地区は震災被害に

よって更に厳しい状況に追い込まれたと考えられる。続

いて震災から 4ヶ月後， l年後， 2年後の3時点におけ

る被害を受けた漁業経営体の漁業経営再開率桂5）をみて

いく。震災以前，漁業集落数・経営体数の多かった気仙

沼市（58集落.845件），石巻市 （54集落・ 1.290件）

では震災から 2年後の2013年3月時点の再開率はそれ

ぞれ約60.0%.70.0%となっている。また久慈市や亘理

町では2012年3月以降の漁業経営再開率の増加が止ま

ってしまっている状況にある。

3 復興に向けた活動の動向

本研究では漁業復旧にとどまらない漁村復興に向けた

活動色水産物のインターネット販売といった，漁業復

興のみをおこなう「漁業限定型」活動と，地域外から来

訪者を呼び込み地域外との交流を生み出す漁業体験ツア

ーの開催，さらには新たな地元人材の育成といった，漁

業及び漁村復興を目指す「漁業＋漁村型」活動に分類し

（図6），対象95漁業地区から抽出した活動事例93件を

対象に考察をおこなった（図7）。

活動全体を開始時期に着目してみると， 震災から約4

か月後に多くの「漁業限定型jの活動が始まり，震災か

ら約1 2年の間に多くの「漁業＋漁村型jの活動が始

まっている。被災後，まずは地域の基幹産業である漁業

を再開しその後漁業の復興を目指した活動と集落の復

興に向けた活動が融合していったと捉えられる。

各活動の地域外との関わり方をみると「漁業限定型」

の活動の多くが，震災前にはあまりみられなかった，漁

業集落特有のブランド水産物としての地域外への販売を

おこない，「漁業＋漁村型」の活動の多くが地域外から

の来訪者との交流や，漁業従事者以外の住民との協働活

動や地域内外での人材育成，等に発展している。そこで

活動内容 漁業限定型

ア酔一口オーナー
ィ・同 イン亨ーネット販売
ゥ・”。新商品開発
工酔漁業経営共同化
オ酔その他

可..... 

活動内容 漁業＋漁村型

~~：：話路グラム 編扇広み
クか 交流錆設の設置 i由 蝿外
ケO+復興イベント 晴軍 備調
コO+.地元児童支援 Hぷ示L」長云副
サ・O+：その他 1.= A、と三宮

図6 復興に向けた活動の種類
Fig. 6 Types of reconstraction activities 

416 農村計画学会誌Vol目33,No. 4, 20日年3月

各地区内と地域外との関わり方による漁業地区4類型を

設定し考察をおこなった。4類型の内， ii .来訪者呼び

込み型に分類される地区では地域外からの来訪者との交

流に取り組み， iii. ブランド水産物販売型に分類される

地区ではブランド水産物の地域外への販売がおこなわ

れ i 双方向型に分類される地区では両活動がおこな

われている。

地域外からの来訪者との交流を行っている「双方向型」

及び「来訪者呼び込み型jに属する地区が活動事例の抽

出された全54地区中39地区であることから，復興に向

けた活動において地域外からの来訪者との交流を重視し

ていることがうかがえる。また「双方向型」に分類され

る漁業地区では，「漁業限定型」の活動から「漁業＋漁

村型」の活動への発展が進んでいる。「双方向型jに分

類される 19地区のうち， 12地区が，震災以前の漁業体

力が相対的に大きい漁業体力類型 （A.B）に属している。

このことから，震災以前の漁業体力の大小が，地区内の

復興における「漁業限定型」の活動から「漁業＋漁村型」

の活動への発展の有無に関わっている可能性が示唆され

る。

図7 漁業地区ごとの復興に向けた活動
Fig. 7 Reconstraction activity in each fishery area 



4 おわりに

本研究では，被災漁村において，震災以前の漁業実態，

震災後の被災・復沼状況，復興に向けた活動について，

分析指標を重ね合わせることにより，漁村復興に向けた

動向と課題を考察した。漁村復興の方向性は一様ではな

い。今後，各漁業地区・集落ごとの復興手法，新たな漁

業形態，漁村運営のありかた等を継続的に追っていく予

定である。なお，本稿の分析は被災後2年後までのもの

であり，その後2年間でさらに状況は変化していること

を追記する。

本稿は，｛王子成 24-28年度科学研究費基盤研究（A)

「連携と持続に着目した来日本大震災の農村復興に罰す

る総合的農村計題研究Jlの一環としておこなった研究
である。

i主孝氏

注1）渓災以前の実態については，漁業センサス 20087）より，

漁業集落（476集務）と漁業地区（95；地区）ごとのデータ

が存在し両方の分折をおこなった。本稿においては，漁

業地区の定義「沿岸市区町村等の［丞域内において共通の漁

業条件の下にi魚、粂が行われる地区として，共同漁業機を中

心とした地うも漁場の利矧等j魚、業に係る社会経済活動の共通

性に主主づき設定。」を鑑みた紡糸，また，渓災後さらに，

構成する漁家戸数が減少した集寄与も多い1-p，まとまった複

数集落が迷携して復奥を日指す場合が多いと考えられるこ

と，等から複数集落の一定のまとまりである漁業地区を分

析単位とした。

注2）漁業地区の類型化はクラスター分析の結果に基づいてお

こない，クラスターAには漁業規模，及び漁業活力が相

対的に大きい漁業地区が含まれている。

注3）経営体被災率＝（被答あり経営体数／渓災時経’営体数）

×100 (%) 

設4）漁船被災率引被害あり漁船数／震災時漁船数）× 100(%)

注5）再開塁手＝（経営再隠した経営体数／被害あり経営体数）

x 100 (%) 

注6)c類型は関5において原点付近に位援する王子均的な債を
取る地区が集まる類型， E類裂は4割慈の42地区が含ま

れる漁業体力が非常に小さい類選であり，そのゆで漁業復

旧にとどまらない復興に向けた活動を行っている地区を選

定した。
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